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（２）事業内容

0 0 0 0

２ 要 求 内 容

収　入
その他 県　債

0

　　農業水利施設は、食料安定供給のほか洪水防止等の多面的機能を有する公共・公益性
の高いインフラであるが、維持管理費に占める電気料金・燃料費の割合が大きく、エネル
ギー価格高騰の影響を受けやすい。農業水利施設の省エネ化を進め、エネルギー価格高騰
の影響を受けにくい農業水利システムへの転換を促すとともに、エネルギー価格高騰によ
る影響を緩和し、農業水利施設の機能の安定的な発揮を図る。

　【支援対象施設】
　　対象施設は以下のいずれかを満たす施設
　・維持管理費に占める電気料金・燃料費の割合が25%以上の施設管理者が
　　管理する施設
　・水利施設管理強化事業の対象施設
　【事業実施主体】
　・市町村、土地改良区（連合）
　【事業実施要件】
　・省エネルギー化推進計画の策定
　・国が定める省エネ化・コスト削減の取組メニューのから原則２つ以上を実施

別紙２
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予 算 要 求 資 料

令和７年度３月補正予算

0

0

支出科目 款：農林水産業費　項：農地費　目：団体営土地改良事業費
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（１）要求の趣旨（現状と課題）

0

0

農業水利施設省エネ推進事業費補助金

14,931１ 事 業 費  補正要求額 千円)(現計予算額： 0

決定額



（３）県負担・補助率の考え方

（４）類似事業の有無

　事業主体：市町村、土地改良区（連合）

14,931

（３）後年度の財政負担

（２）国・他県の状況

３ 事業費の積算 内訳

補助金

合計

金額

（４）事業主体及びその妥当性

決定額の考え方
　

４ 参 考 事 項

（１）各種計画での位置づけ

14,931

事業内容の詳細

各市町村、土地改良区（連合）に対する補助金

事業内容

　ぎふ農業・農村基本計画　安全で身近な「ぎふの食」づくり
　　・農業用水路などの保全対策と管理体制の強化

　令和７年度国補正予算での対応

　なし

　・土地改良区施設管理費高騰対策補助金
　　・土地改良区（連合）のみが対象
　　・対象経費は電気料金のみ

　・交付額　令和７年度６月から令和７年９月のエネルギー価格高騰分×０．７
　・補助率　国　１００％



（県単独補助金除く）

□

■

・何をいつまでにどのような状態にしたいのか

事業開始前 R5年度
(R ) 実績

○指標を設定することができない場合の理由

令
和
４
年
度

（目標の達成度を示す指標と実績）

事 業 評 価 調 書

新 規 要 求 事 業　

継 続 要 求 事 業

１ 事業の目標と成果

（事業目標）

・土地改良区の健全運営

目標 目標 (R ) 達成率
指標名

R6年度 R7年度 終期目標

②

①

電気料金等の緊急的な高騰支援であるため指標設定はなじまない。

（これまでの取組内容と成果）

　施設の維持管理費に占める電気料金・燃料費の割合が25%以上で省エネルギー化
推進計画を策定した団体のうち申請のあった25地区（３市町、22土地改良区）
へ、電気料金・燃料費の高騰分の補助を行った。エネルギー価格高騰の影響を受
けにくい施設への転換を促すとともにエネルギー高騰による影響を緩和し、農業
水利施設の機能の安定的な発揮を図った。

令
和
５
年
度

　施設の維持管理費に占める電気料金・燃料費の割合が25%以上で省エネルギー化
推進計画を策定した団体のうち申請のあった18地区（３市町、15土地改良区）
へ、電気料金・燃料費の高騰分の補助を行った。エネルギー価格高騰の影
響を受けにくい施設への転換を促すとともにエネルギー高騰による影響を緩和
し、農業水利施設の機能の安定的な発揮を図った。

指標① 目標：＿＿ 実績： ＿＿ 達成率： ＿＿ ％

令
和
６
年
度

　施設の維持管理費に占める電気料金・燃料費の割合が25%以上で省エネルギー化
推進計画を策定した団体のうち申請のあった24地区（３市町、21土地改良区）
へ、電気料金・燃料費の高騰分の補助を行った。エネルギー価格高騰の影
響を受けにくい施設への転換を促すとともにエネルギー高騰による影響を緩和
し、農業水利施設の機能の安定的な発揮を図った。

指標① 目標：＿＿ 実績： ＿＿ 達成率： ＿＿ ％



・事業が直面する課題や改善が必要な事項

　電気料金等の緊急的な高騰支援であるため指標設定なし。

　維持管理費の補助事業であるため評価なし。

(評価) 　施設の維持管理費に占める電気料金の割合が高く、エネルギー価格高騰に
よる影響を緩和し、農業水利施設の安定的な機能の発揮を図るためには支援
が必要である。３

２ 事業の評価と課題

（事業の評価）

・事業の必要性(社会情勢等を踏まえ、前年度などに比べ判断)
　３：増加している ２：横ばい １：減少している ０：ほとんどない

（次年度の方向性）

・事業の有効性(指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか)
　３：期待以上の成果あり
　２：期待どおりの成果あり
　１：期待どおりの成果が得られていない
　０：ほとんど成果が得られていない

(評価)

　

・事業の効率性(事業の実施方法の効率化は図られているか)
　２：上がっている １：横ばい ０：下がっている

(評価)

　

（今後の課題）

　

組み合わせて実施する理由
や期待する効果 など

組み合わせることにより、施策の効果が向上

・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのよ
うに取り組むのか
　

（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
組み合わせ予定のイベント
又は事業名及び所管課

土地改良区施設管理費高騰対策補助金【農地整備課】


